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はじめに
　1958年 5月に制定された職業訓練法は，職業安定法に規定された職業補導と労働基準法に規定
された技能者養成を一本化した職業訓練行政上画期的なものであった。同法の下，公共職業訓練は
都道府県が設置運営する一般職業訓練所，労働福祉事業団（61年 7月設立の雇用促進事業団が業
務承継）が設置する総合職業訓練所，中央職業訓練所（目的は職業訓練指導員の養成），および都
道府県が設置運営する身体障害者職業訓練所によって担われた。また事業内職業訓練では単独事業
所だけでなく，共同職業訓練団体の行う職業訓練が認定の対象となったことから，中小企業が行っ
ていた共同訓練方式が法制化された［職業能力開発行政史研究会 1999：107―108］。
　しかし産業構造の高度化・変容をともなった高度経済成長の持続は，より本格的な新卒者，在職
者，転職者向け職業訓練，換言すれば技能者の職業生活の各段階に応じた多様な職業訓練を要請す
ることになった。この要請に応えようとしたのが 1969年 7月の職業訓練法の全面改正（新職業訓
練法）であった。この職業訓練法の全面改正に向けて経営者団体および労働組合は積極的に発言し，
中央職業訓練審議会も活発な活動を展開した。
　職業訓練をめぐる経営者団体および労働組合の動き，中央職業訓練審議会答申の内容，法制化の
プロセスを追跡しながら，本論文では 1969年新職業訓練法の歴史的意義について考察してみたい。
1．1968 年の中央職業審議会答申
　1958年に職業訓練法が制定されて以来，昭和 30年代の職業訓練政策は職業訓練と技能検定を二
本柱として推進されてきた。しかし高度成長の進展とともに職業訓練制度のあり方に対する議論が
活発化し，これを受けて労働省職業訓練局では 61・65年度に制度全般について調査検討した結果，
一応の見通しを得たため，67年 6月 1日付けで従来の転職訓練課を廃止して新たに訓練政策課を
設置した［職業訓練局 1968b：2］。
　続いて 1967年 6月 28日に早川崇労働大臣から中央職業訓練審議会（内田俊一会長）に対し，「最
近の労働経済の変化及び技術革新の進展等に対応すべき今後の職業訓練制度のあり方」について諮
問が行われた。早川労働大臣は「新規学校卒業者を主体とする労働力の供給が急速に減少し，本格
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的な労働不足経済に移行する見通しにあり，このような事情と進展する技術革新に伴う技能の変化
及び国際経済競争が激化」する環境に対応した新たな職業訓練のあり方を検討すること，その際に
とくに（1）職業訓練の一貫した体系の整備，（2）技能検定の内容の改善と実施体制の整備，（3）
技能労働者の社会的経済的地位の向上策の 3点の検討を要望した［職業訓練局 1968b：2］。
　1967年 6月に労働省職業訓練局は「職業訓練制度の問題点」と題する文書をまとめ，そのなか
の「養成訓練について」では「技能労働者の養成訓練は事業内職業訓練がその大宗を占めるべきも
のであるが，わが国においては，事業内職業訓練は数少ない企業で行なわれているに過ぎない」，「中
小企業が自ら行なう養成訓練に対する援助を強化して（中略）これにあわせ公共職業訓練機関によ
る養成訓練の推進が必要である」，「進学率の上昇に伴う技能労働力給源の高卒移行，技術革新の進
展等に伴う技能の質的変化の進展などにより，高卒者対象の養成訓練が必要」とした。また再訓練・
監督者訓練，転職訓練についても触れ，さらに「職業訓練の効果的推進について」では，現行の公
共職業訓練機関である一般職業訓練所と総合職業訓練所1），および職業訓練大学校（中央職業訓練
所が 65年に改称）のあり方についての検討を求めていた［労働省職業訓練局 1967：3］。
　続いて 1967年 6月 28日に労働省職業訓練局は「今後の職業訓練制度の考え方について」と題す
る文書を中央職業訓練審議会に提出した。ここでも先の「職業訓練制度の問題点」と同趣旨の議論
が行われ，「技能尊重の気運の醸成」では（1）技能労働者表彰制度の創設，（2）技能労働者に対す
る褒賞の拡充，（3）技能程度が最高水準にあると認められる技能者を優遇し，栄誉を称える機関と
しての「技能院」の設置検討などを提起した［労働省職業訓練局 1967b］。
　労働大臣からの諮問を受けて中央職業訓練審議会は審議を進め，1967年 12月 23日に早急に措
置すべき事項として「当面措置すべき事項について」（中間報告）を報告した。諮問から中間報告
にいたる約半年間に審議会では 7回の総会と 9回の総括部会（内田俊一部会長）を開催したほか，
職業訓練制度改正に関する国民各層の意見を聴取するため，10月に全国 8カ所（札幌市，仙台市，
東京都，名古屋市，大阪市，広島市，高松市，福岡市）で公聴会2）が開催された［職業訓練局 1967
年 8月 22日］。またこの間に各種団体，都道府県等からも建議要望が多数寄せられた。佐々木重雄
（慶応義塾大学教授），清水義弘（東京大学教授），唐沢平治（全国建設労働組合総連合書記長），早
川勝（日本経営者団体連盟専務理事・日本産業訓練協会理事長）の 4委員［和田 1968：778］から
なる起草委員によって中間報告案が起草され，総括部会の議を経て 12月 23日の総会で中間報告と
1）　「職業訓練制度の問題点」は「一般職業訓練所と総合職業訓練所とはその業務内容が明確に区分されているが，
実際の運用面からみると，その間には大きな差異はみられず」［労働省職業訓練局 1967：3］として両者の不明確
な役割分担を問題視していた。一方，1966年 10月に全国総合職業訓練所職員組合（全総訓）は山手満男労働大臣
に対して「職業訓練に関する申し入れ」を行い，そのなかで「職業技術教育を行なうための費用は，すべて国家が
負担すべきものと考えます。このことは，すでに 1962年の ILOの『職業訓練に関する勧告』（第 117号）にも明
瞭にうたわれていることであり，現在の雇用促進事業団が制定される過程においても，国会は『国が職業訓練に関
する費用を一般会計で支出することを目途として，その交付金を増額することに努める』ことの附帯決議を行なっ
ています。しかし現実には，その後四年を経過した現在，国会の附帯決議は殆んど実現されることなく，ILO勧告
も無視されたまゝに推移しており，総合職業訓練所の実態は，専門訓練における実習負担金の徴収をはじめ，教科
書代の全額訓練生負担，更には間接的に，父兄会その他による費用負担など，訓練生の訓練を受けるための費用負
担は増大しており」として現状の改善を訴えた［全国総合職業訓練所職員組合 1966］。
2）　公聴会における公述人は 1会場につき 7名とし，学識経験者（訓練所長等を含む）3名，関係労働者代表 2名，
関係使用者代表 2名で構成された［職業訓練局 1967年 8月 22日］。
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して承認された［職業訓練局 1968a：24］。
　中間報告では，（1）職業訓練長期基本計画の策定，（2）職業訓練基準等の整備（高卒訓練の実施，
認定訓練における期間等の多様化），（3）事業内職業訓練に対する援助（事業内職業訓練に対する
強力な助成措置の実施，公共職業訓練の施設における受託訓練の拡大実施，職業訓練に関する援助，
指導体制の整備），指導体制の強化，（4）転職訓練等の効果的推進，（5）職業訓練指導員の充実と
教科書等の整備，（6）職業訓練と高等学校の連携，（7）技能尊重の気運の醸成の 7点が指摘された。
とくに「高卒訓練の実施」では「中卒就職者の急減に伴い，従来技能労働力供給の大宗を占めてい
た中卒者の比重が大幅に低下し，最近では，新規学卒者で生産工程に入職した者のうち高卒者の占
める割合が 5割近くに達している現況にかんがみ，地方公聴会等においても高卒者を対象とする訓
練基準が未だ設定されていないことに対する不満が強く訴えられている」としたうえで，高卒者に
対する訓練基準の設定が求められた。また中小企業での職業訓練が未整備な現状を踏まえ，事業内
職業訓練のうち学科と基本実技については積極的に公共職業訓練施設において受託実施できるよう
に公共職業訓練施設の整備が求められた［中央職業訓練審議会 1968：46―52］。
　中間報告の後も中央職業訓練審議会では引き続き検討を進め，1968年 7月 29日の総会において
答申をまとめ，翌 30日に内田会長から小川平二労働大臣に手交された。答申は，序論，「第 1　職
業訓練制度の背景」，「第 2　現行の職業訓練制度の問題点」，「第 3　今後の職業訓練制度のあり方」，
結論からなった。「第 3　今後の職業訓練制度のあり方」では「職業訓練体系の確立」において職
業訓練を技能労働者を養成する「養成訓練」，技術革新の進展，産業の再編成によって新しい職業
に就こうとする転離職者に対する「能力再開発訓練」，指導的・専門的職務に就くことを可能にす
る「高度の訓練」に 3区分し，さらに「多能的な熟練労働者を養成する訓練課程，指導的労働者の
素地を付与する訓練課程及び専門的労働者の素地を付与する訓練課程」として多能的熟練労働者，
指導的労働者，専門的労働者の 3分類に応じた訓練課程を提唱したことが注目される。また「職業
訓練体系の展開」では「特に配慮すべき事項」として「高卒者に対する養成訓練を制度的に確立し
て，これを強力に推進すること」，「従来男子の従事していた技能的職種で女子に適した訓練職種を
開発し，労働条件，労働環境等を整備改善した上で，これらの職種に係る女子の職業訓練を拡大強
化すること」などが指摘された［中央職業訓練審議会 1968：30, 32］。
2．経済諸団体からの要望
　1968年 1月 4日に労働省は政府の基本的見解として「わが国労働力不足の現状とその対策につ
いて」を発表し，技能労働者を中心とする労働力不足の現状と労働者の能力発揮のための方策を示
した。この政府見解の発表と前後して，3回にわたって日本経営者団体連盟（以下，日経連と略記），
日本商工会議所，全国中小企業団体中央会などの経済諸団体が労働力不足問題に関する要望を公表
した。第 1回は第 9回中央雇用対策協議会にて上記 3経済団体が行った「技術・技能労働者の養成
確保につき政府に対する要望」（1967年 11月 14日）であり，第 2回は 68年 5月 17日の第 11回
中央雇用対策協議会での「技術・技能労働力の不足対策につき企業への提言」，第 3回は 69年 1月
22日の第 12回中央雇用対策協議会でまとめられた「技術・技能者不足に関連して社会各層への提言」
であった［職業能力開発行政史研究会 1999：146］。
　1967年 11月の「政府に対する要望」では，（1）学校教育の改善（①中学・高校における職業指
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導の充実，②高校における職業教育の充実，③大学教育の充実と高等専門学校の拡充），（2）職業
訓練の拡充強化（①組織的教育訓練促進のための条件整備，②認定事業内職業訓練の多様化，③公
共職業訓練の拡充整備）（3）技能検定の拡大実施，（4）職業安定機関の機能の充実，（5）商業・サー
ビス部門における技術・技能労働力の養成確保，（6）技能尊重の気運の醸成が要望された。高校に
おける職業教育の充実では「現在高等学校の卒業生が卒業後生産現場の技能者として就労するケー
スが増加している実情にあるので，工業高等学校または工業教育を主とする学科を大幅に増設して
専門的分化を図ると同時に，その教育内容についてはとくに基礎実技面の充実を図るよう改善され
たい」として，工業教育・基礎実技の拡充を訴えた。また組織的教育訓練促進のための条件整備で
は「公共職業訓練の施設において養成訓練はもちろん，再訓練，職長訓練などに関する受託訓練の
拡大実施など事業内職業訓練と公共職業訓練との連携」などが求められた［「第 9回中央雇用対策
協議会の開催」1967：4―5］。
　続く 1968年年 5月の「企業への提言」では，（1）労働力の不足対策，（2）技術・技能労働力の
養成・確保，（3）技能尊重についてさまざまな提言がなされた。技術・技能労働力の養成・確保に
ついて具体的にみると，「新入社員教育だけに止まらず，その後さらに継続して従業員が技能の発
達段階に応じ，また生産技術の進展状況に即して順次受講できるような組織的体系的な教育訓練体
制の整備拡充につとめること」，「従業員の能力を高めて新しい技術に即応できる体制を確立するた
め，職長，係長など現場の管理監督者による日常業務を通じての計画的な訓練（OJT）の徹底につ
とめること」などが指摘された［職業安定局・職業訓練局 1968：28―29］。
　さらに 1969年 1月の「社会各層への提言」では，（1）進路指導・就職指導，（2）技能尊重，（3）
勤労意欲についてさまざまな提言がなされた。「今日の産業界では，大卒者，高卒者などの著しい
増大により過去におけるような学歴別の処遇を行なうことが困難になりつつあり」との認識の下，
「今後ますます多くの高校卒業者が，現場の技能者として就職することは必至の情勢であるので，
これに対応する適切な職業指導を行なわれたい」とする一方，提言は「一部勤労青少年の間に額に
汗して働くことを嫌がったり，安易に離職する傾向がみられるなど勤労意欲に問題がある」，「技術
革新等の影響もあって単調労働や人間疎外感に悩む若年労働者も多い実状」のため，「受入れ企業
ではもちろんのことであるが，学校，家庭および地域社会等においてこれについての理解と適切な
指導が望まれる」とした［中央雇用対策協議会 1969：12―13］。
3．労働組合の対応
　先にみた 1967年 10月の中央職業訓練審議会の公聴会への対応として，日本労働組合総評議会（以
下，総評と略記）事務局長岩井章，組織局長北川義行の両名は，地方公聴会での労働公述人が意見
を述べる際の参考資料として「職業訓練問題について」と題する文書を各単産委員長・地評議長宛
に送付した［日本労働組合総評議会事務局長岩井章・組織局長北川義行 1967］。
　「職業訓練問題について」の「われわれの基本的態度」では「資本は機械化，技術革新，合理化
のもたらす労働者構成，職場配置に応じて選抜した上級技能者と一般従業員，本工の初級技能者と
臨時工の初級技能者，というように差別的訓練をおこなおうとしている」，一方「労働者は自己の
確立のためにも，技術革新に主体的に対応して資本の合理化攻撃に対決するためにも，賃金や労働
条件の向上のためにも，資本の分裂支配政策を防ぐためにも，職業技能教育に対する要求を労働者
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の統一要求に高めなくてはならない。『すべての労働者に十分な職業技能教育を』これが中心課題
である」としたうえで，基本的態度として「（1）すべての労働者は年齢，性別にかかわらず，公共
的な職業技能教育をうける権利があり，国はこれを保障しなければならない。とくに青年労働者の
権利は尊重されなければならない」および「（2）職業技能教育の内容は体系的で完全な基礎教育を
含み，永続的な社会技術進歩に対応するものでなければならない」の 2点が掲げられた［「（資料）
職業訓練問題について」日付なし：2 ］。
　総評および中立労連は 1960年から 63年にかけて職業教育研究集会を 3回開催して3），62年に「わ
が国の労働者が職業訓練を受けることを権利とする」という基本的態度を明らかにしたが，今回の
方針もこれを継承するとした。「職業教育は科学の発展に応じて，将来どのような生産や生活の変
化に直面しても，自己の基礎教養をもとに，永続的な学習を行なうことが出来，仕事に対処し得る
ような資質，能力をすべてのものに与えるものでなければならない」という指摘から明らかなよう
に，総評は基礎教養の涵養と切り離された職業教育に強く反対した［「（資料）職業訓練問題につい
て」日付なし：3］。
　こうした職業教育観を前提にして総評は，（1）「すべての青少年は高校教育をうけられるように
すること」，（2）「働く青年の教育機関は定時制課程を主体とし，すべての働く青年の定時制就職を
可能にする保障を行なうこと」，（3）「事業内の職業訓練，社員教育を高校の単位として認定する産
学協同（連携教育）は反対であること」，（4）「職業訓練所，各種学校はそれぞれ充実してよりよく
社会の要求にこたえ得るよう改善をはかること」の具体的要求を掲げた。養成訓練についても同様
であり，「すべての年少者（十八歳まで）は，国家による教育および訓練をうける権利と義務がある。
やむを得ず就職したものについても，この期間のものについては使用者は通常の労働に従事させる
ことなく，賃金を保障して，必要な教育，訓練を国家と使用者の負担によって与えねばならない。
そしてこの内容は，総合的な技術教育でなければならず，さらに人間形成のための教養を欠いては
ならない」とされた。ここでも職業教育を支える「教養的基礎」の重要性が語られている［「（資料）
職業訓練問題について」日付なし：3］。
　職業訓練大学校については「訓練指導員を養成する職業訓練大学は，その教育内容がかなりかた
よった教育が行なわれ賛同できない。設備もよくない。各県に指導者をつくる技術センターを設置
すべきである」［「（資料）職業訓練問題について」日付なし：3］とされた4）。また技能検定につい
ては，「労働省が検定合格者にのみ，特別に処遇改善のための措置をとらせようとする意図には全
面的に反対する」とし，さらに「技能労働者に対する叙位，叙勲，褒賞の授与など労働省が意図す
る褒賞制度には反対」，「労働省が意図する技能院には原則として反対」であった［「（資料）職業訓
練問題について」日付なし：4］。
　一方労働省職業訓練局では 1967年 10月の地方公聴会に参加する公述人のために「参考資料」を
3）　1959年に結成された全国総合職業訓練所職員組合（全総訓）は，翌 60年に開催された第 1回職業教育研究集会
に出席し，公共職業訓練の実態を明らかにした。また 62年の第 3回集会以後，職業教育研究集会が中絶するなかで，
全総訓は 66年に単独で職業技術教育全国研究集会を開催した［原 1970：205―206］。
4）　この意見を踏まえて，大阪市で開催された公聴会では労働者代表のひとりである中江平次郎総評大阪地評議長は
「若年労働者，中高年転職者，失業者すべての安定機関を通じての雇用予約を終へ，事業者が公共機関に訓練を委
託する方法を大企業とは別として徹底すべきである。そのためには各府県及び雇用促進事業団の所管する総合訓練
所を一元化しトレーニング　デパートとして訓練総合センターとすべきである」と発言した［「職業訓練制度改正
に関する公聴会　改正に関する公聴会公述要旨」日付なし］。
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用意した。同資料が指摘する職業訓練制度が直面する問題点は，「①事業内職業訓練特に養成訓練
の実施状況が諸外国に比べて著しく立ち遅れていること。②現に就業中の労働者に対する再訓練，
職長訓練等の実施状況が十分でないこと。③職業訓練指導員の資質が満足すべき状態になく，また，
適当な訓練教科書，教材等が十分整備されていないこと。④職業訓練の修了者又は技能検定の合格
者に対する世間の評価が十分でないこと。⑤技能検定の実施職種数が少く，また，検定等級の区分
が必ずしも明確でない面があること。⑥社会全般に学歴偏重の弊風が強く漲り，技能重視，技能者
尊重の気運に乏しいこと」であった［「公聴会公述人参考資料（案）―職業訓練制度について―」
1967］。
　「なお，この中に掲げてある諸点につきましては（中略）只今の段階では，労働省の意見という
わけでも，また，中央職業訓練審議会の意向というわけでもありませんので，念のため申し添えま
す」とことわっているものの，表 1から明らかなように，労働省職業訓練局が構想した職業訓練制
度に関する改善点の多くは中間報告・答申に全面的にあるいは部分的に採用されたのである。総評
が反対した「技能労働者に対する叙位，叙勲，褒賞の授与」や「技能院」の設立などは採用されな
かったものの，職業訓練大学校に代えて技術センターの設置をという総評の意見に対しては逆に同
大学校の整備拡充が盛り込まれた。
　1968年 12月 2日に総評事務局長岩井章と中央職業訓練審議委員中田功の両名は各県評議長，各
県職業訓練審議委員宛に「地方職業訓練審議委員等会議について」と題する文書を発出した。その
なかで同年 7月の「答申は当初原案段階で，その目的が極めて露骨に示されたものでありましたが，
労働者側委員の反論によって表現はすべて抽象化され，一見，大きな問題は無いかに見えますが，
反動的且つ資本本位の本質はいささかも変更されてはいません」としつつ，今後の地方審議会での
議論に備えることを呼びかけた［日本労働組合総評議会事務局長岩井章・中央職業訓練審議委員中
田功 1968］。
　同上文書に添付された「（資料）職業訓練に対するわれわれの態度」文書では，「原則的要求」と
して，「十八才以下の労働者と労働契約を結んだ企業は，その企業の手で完全な職業訓練を行うか，
または，労働に従事した場合と全く同様の取扱いのもとに公共の訓練所で訓練を受ける権利を保障
しなければならない」，「企業内の訓練は，企業内で必要な専門的・限定的な訓練のみでなく，科学
的・一般的内容でなければならない。国は法によってこのことを定め，厳格な監督を行わなければ
ならない」ことが主張された［「（資料）職業訓練に対するわれわれの態度」日付なし：2］。
　同上文書の「三，答申に対するわれわれの態度」では答申項目について逐条批判を展開している
が，とくに「職業訓練体系の確立」に対して「われわれの最も重視しなくてはならないのは，『多
能工の素地を付与するための科学的に開かれた訓練』であり，このような訓練が労働者の技能の早
急な陳腐化を防止する（中略）訓練課程を単能工と多能工に分類していることは許すべきではない」
としている点が注目される［「（資料）職業訓練に対するわれわれの態度」日付なし：3―4］。ここで
も将来の不確実性に対応できる豊かな教養に支えられた多能工の意義が強調されている。なお単能
工と多能工の分類とは，答申での「2つの訓練課程（例えば，ほぼ外国のラーナーシップ（Learnership）
制度に対応する一般的な技能労働者を養成する訓練課程及びほぼ外国のアプレンティスシップ
（Apprenticeship）制度に対応する多能的な熟練労働者の素地を付与する訓練課程等）に区分するこ
と」［中央職業訓練審議会 1968：29］の部分である。
　答申における「職業訓練の拡大強化のための条件整備」に対する批判として，「（資料）職業訓練
に対するわれわれの態度」文書は，「新しく職業訓練法人の組織化という方針が打出されているが，
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表 1　職業訓練制度の改善策
「公聴会公述人参考資料（案）」1967年 10月
1967年 12月
中間報告
1968年 7月
答申
1．職業訓練の体系について
（1） 　新規に学校を卒業して入職し，所定の技能を要する職務に就労する者に
対しては，何らかの養成訓練を必ず実施することとしてはどうか。
（2） 　養成訓練の修了者に対しては，必要に応じて再訓練，職長訓練等の各種
の職業訓練を段階的に実施することとしてはどうか。
　  　これらの再訓練，職長訓練等は，企業の内部においては勿論，公共職業
訓練の施設においても，企業からの委託により，又は必要に応じ，自らこ
れを実施することとしてはどうか。
（3） 　養成訓練，再訓練，職長訓練等と技能検定制度との相互性を明らかにす
るとともに，これらの訓練修了者に対し，できるだけ公的な称号若しくは
資格を与え，又は試験を免除する等の措置を講ずることとしてはどうか。
△
△
〇
2．養成訓練について
（1） 　産業界が主体となって事業内養成訓練を推進していく体制を整備するこ
ととしてはどうか。
（2） 　公共，事業内双方の養成訓練について，その訓練期間を訓練の必要性，
修了時の技能の到達目標等の相違に応じうるよう多様なものとすることと
してはどうか。
（3） 　高校卒業者を対象とする養成訓練のコースを設定することとしてはどう
か。
（4） 　事業内養成訓練の振興を図るため，その一部（例えば，最初の 1年間の
訓練又は学科及び基本実技の訓練等）を公共職業訓練の施設で実施するこ
ととしてはどうか。
（5） 　中小企業の行なう養成訓練について，援助及び指導措置の一層の強化を
図ることとしてはどうか。
〇
〇
△
〇
〇
〇
3．再訓練，職長訓練等について
　  　再訓練，職長訓練等についても，国が訓練の基準を定め，これに合致し
たものに対しては，養成訓練に対すると同様の援助，助成を行なうことと
してはどうか。
4．転職訓練について
（1） 　公共職業訓練において，養成訓練と転職訓練を制度上明確に区分し，訓
練の実施に当っても両者の混成を行なわないこととしてはどうか。
（2） 　転職訓練の訓練目標及び訓練期間等を実状に即し，最も合理的なものに
改めることとしてはどうか。
（3） 　訓練の実施に当り，公共職業訓練の施設以外の適当な教育訓練施設に対
しこれを委託する等の制度を活用することとしてはどうか。
（4） 　管理者，技術者等の転職に際し，新しい職場に必要な知識等を短期間に
訓練する制度を設けることとしてはどうか。
（5） 　転職訓練受講者が安んじて訓練を受けられるよう訓練手当制度の充実を
図ることとしてはどうか。
〇
△
〇
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その内容は明確にされておらず，この組織に労働者がどのような形で関与できるかも明らかでない
が，その規模は産業別・地域別に組織化し，地方的又は全国的な組織を編成すると述べられており，
一歩誤ればかつての産業報国会のような役割を果すことも可能である」［「（資料）職業訓練に対す
るわれわれの態度」日付なし：4］とした。
　さらに答申の「訓練内容の充実向上」に対して，同上文書は「訓練内容は，従来の中卒訓練から，
高卒訓練に変更されるべきであり，中卒訓練は高校全入達成迄の過渡的な訓練と位置づけることが
望ましい」とする。ただしあるべき高卒訓練の具体的内容については一言もふれていない。また指
5．職業訓練の効果的推進について
（1） 　良質な産業訓練指導員を確保するため，職業訓練大学校の訓練人員を大
幅に増加し，併せて，職長，現場技術者等の養成コースを設けることとし
てはどうか。
（2） 　事業内職業訓練の指導員を含め職業訓練指導員の再訓練を積極的に実施
することとしてはどうか。
（3） 　職業訓練指導員免許制度を改善し，資質の向上を図ることとしてはどう
か。
（4） 　各種の職業訓練について，それぞれの訓練修了時における技能の到達目
標を明確に規定し，これに基づいて修了時の訓練生の到達程度を照査判定
する制度を設けることとしてはどうか。
（5） 　視聴覚教材を含めた訓練用教科書，教材を早急に整備することとしては
どうか。
△
〇
〇
△
〇
6．技能検定について
（1） 　検定職種の拡大を図るとともに，検定職種の建て方について再検討する
こととしてはどうか。
（2） 　職長検定の新設等を含め技能検定の等級のあり方について検討すること
としてはどうか。
（3） 　技能検定と他の試験検定制度との間で，試験の全部又は一部免除等の措
置を講じ，連携を強化することとしてはどうか。
（4） 　常設技能検定場の設置等随時受験を可能にするような実施体制を整備す
ることとしてはどうか。
（5）　検定合格者の処遇改善のための措置を講じることとしてはどうか。
〇
〇
〇
〇
〇
7．技能尊重の気運の醸成について
（1）　技能労働者表彰制度を設けることとしてはどうか。
（2） 　技能労働者に対する叙位，叙勲，褒賞の授与等を強化することとしては
どうか。
（3） 　科学者，芸術家に対する学士院，芸術院と並んで技能者を優遇するため
の機関を設け生産活動に関する功績が顕著で，技能の程度が最高の水準に
あると認められる技能者をこれに列し，年金を支給する等の措置を講ずる
こととしてはどうか。
（4） 　小学校，中学校等義務教育段階において技能尊重に対する認識の普及を
図るとともに社会全般に対し，技能に対する理解を深める方策を講ずる等
技能尊重，技能者重視の気運，慣行を確立する措置を講ずることとしては
どうか。
〇
〇
［出所］　「公聴会公述人参考資料（案）」 1967，および中央職業訓練審議会 1968。
（注）　（1）　〇印は中間報告・答申において全面的に採用された項目，△印は部分的に採用された項目。
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導員制度の充実については，「指導員が少なくとも高校教師と同程度の処遇を受けることなしに，
養成制度や免許制度に問題をすりかえるべきではないし，施設の長についても官僚の天下りを行わ
ないことを先づ実行に移すべきであろう」というのが労働組合の主張であった［「（資料）職業訓練
に対するわれわれの態度」日付なし：4］。
　こうした逐条検討を経た総評の結論は「極めて重要な訓練制度について，労組の従来の取組みは
極めて弱体であり，殆んど無関心に等しい状態であった。社会のすう勢は職業訓練の重要性をます
ます増大させており，総評長期路線委員会に於いても，一つの重要なテーマとなっている。われわ
れはこの答申と法改正を契機として，従来の取組みの遅れを克服し，訓練段階にある労働者を守る
ために，その組織化と取組みの強化に努力しなければならない」［「（資料）職業訓練に対するわれ
われの態度」日付なし：4］というものであった。職業訓練制度への取り組みの弱さを組合自らが
認めていたのである。
4．国会審議
　1969年 4～ 6月の改正職業訓練法をめぐる国会審議での焦点の一つは養成訓練のあり方であっ
た。69年 4月 15日の衆議院社会労働委員会において法案提出の狙いを原健三郎労働大臣は，「い
ままででしたなら，単なる技能労働者を養成するという目的でしたが，今度は腕と頭を兼ね備え，
生産技術の変化に適応するような，判断力や応用力に富んだ新しいタイプの技能労働者をつくり上
げたい。また，いわば職業人として有為な労働者を養成することが必要であり，また単なる職業人
としてではなく，他面，社会人としても十分尊重に値するような人材をつくり上げたい」と説明し
た［「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 9号 1969：20］。この政策意図を受けて，
養成訓練課程は専修訓練課程と高等訓練課程に分けられ，後者については「大体二年ないし三年と
いう長期間をかけまして，多能工的な熟練労働工の素地をつくるというのがねらい5）」とされた。
　国会審議では職業訓練の性格をめぐっても意見が交わされた。日本社会党の枝村要作は「現在の
職業訓練は（中略）資本の要求する職業訓練であって，労働者が必要とし要求している職訓ではな
い」としたうえで，「労働者は年齢，性別にかかわりなく，公共的な職業技術教育，いわゆる技術
教育を受ける権利がある」と主張した。これに対して石黒拓爾労働省職業訓練局長は「特に今回は
（中略）職業人として有為な労働者を養成するという労働者の主体性に重きを置いた思想をもって
貫いておるつもり（中略）私どもは労働省でございますから，労働者の幸福のためということを第
一の主眼として努力しておるつもり」と答弁した［「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」
第 11号 1969：16―17］。
　国会審議を通して注目されるのは，与野党議員，政府委員を問わず，単能工ではなく多能工の意
義を高く評価していた点である。枝村は単能工をつくる専修訓練ではなく「多能工をつくる高等訓
練に集中」するべきであるとし，石黒も「できることならば，全部を多能工にいたしたいというの
が私どもの念願」と応じた［「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 11号 1969：22］。
今回の改正によって従来地方自治体が運営してきた一般職業訓練所が専修職業訓練校，雇用促進事
5）　「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 9号 1969：20。社会労働委員会における石黒拓爾労働省職業
訓練局長の発言。
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業団が実施してきた総合職業訓練所が高等職業訓練校に変更されることを説明したうえで，石黒職
業訓練局長は「すべての訓練校を全部多能工を長期的に養成する訓練施設に一ぺんに切りかえたい
というのが私どもの理想」であるが，これが困難なため「専修訓練校を（中略）高等訓練校のほう
に切りかえていくということと，それから専修訓練校の教育そのものを，狭い単能工に限ることな
く，時間的にやや不十分であるけれども，多能的な基礎を与えていくという，両面立てで当面努力
いたしたい」と答弁した。これに対して日本社会党の加藤万吉議員は中卒者の減少と高卒者の急増
という現実を踏まえて，「一応多能工としての学問的素地のある」新規高卒者に対する職業訓練制
度の整備を訴えた［「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 14号 1969：11―12］。また
参議院社会労働委員会での審議においても，日本社会党の上田哲議員は「専訓というものは（中略）
単能工の育成ということは，単なる臨時的な，場当たり的な職業訓練に堕するおそれがある（中略）
この際，専訓を廃止して高訓一本にしていく。こういう方向をおとりになる考えはありませんか」
［「第六十一回国会参議院　社会労働委員会会議録」第 29号 1969：8］と迫った。
　さらに日本社会党の小野明参議院議員は一般職業訓練所から専修職業訓練校へ，「所」から「校」
への変更の理由を尋ねた。これに対して石黒職業訓練局長は，「訓練所という名前では，そういう
補導所時代の何か消極的なイメージが残っておる。そこで，この名前をこの際変えて，訓練所全体
のイメージアップをいたしたいという希望が非常に強うございまして（中略）学校という名前を出
すのは，非常にまぎらわしくなることもあり，『校』という名前は，辞書を引きますと，子弟を教
育するところと書いてある。職業訓練というのは，そういう一種の教育訓練機関，訓練校とするあ
たりがいいであろうと考え」と答弁し，さらに「『校』という名前を使うことは，あまり文部省と
してはうれしいわけではないけれども，絶対困るとも言えないでしょうという趣旨で御了承をいた
だきました」［「第六十一回国会参議院　社会労働委員会会議録」第 29号 1969：14］と説明した。
　職業訓練が資本のためのものか，労働者のためのものかといった原則論は別として，指示された
ことだけを遂行する単能工ではなく，「教養」に裏打ちされた主体性をもって生産過程に関与して
いく多能工の養成を高等職業訓練校に求める点において，与野党および政府の間で大きな違いはな
かった。その施設の名称を訓練所ではなく，訓練校としたこと，換言すると学校の体系に近接する
「校」を選択した背景には，職業訓練施設では職業訓練とともに「教養」の涵養を目指すという点
において，「校」を名乗ることができるという政策立案者の判断があったのである。
5．職業訓練法の全面改正
　1968年 7月の中央職業訓練審議会答申を経て翌 69年 7月に職業訓練法が全面改正され，10月 1
日から施行された。旧職業訓練法（従来の労働基準法による技能者養成規程と職業安定法による職
業補導規定を一本化，58年制定）が 7章 37条で成り立っていたのに対し，新職業訓練法は 9章
108条となった。改正の主な点は，（1）政府による職業訓練計画策定の法制化，（2）職業訓練体系
の改革，（3）職業訓練団体の設立，（4）技能検定協会の設立であった6）。
　「職業訓練は，労働者の職業生活の全期間を通じて段階的かつ体系的に行われるものでなければ
ならない」とされ，その結果，職業訓練の種類は，養成訓練，向上訓練，能力再開発訓練，再訓練，
6）　以下，「新しく成立した職業訓練法の概要」1969：53―55，および佐々木 1969：51による。
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指導員訓練に細分化された。従来の総合訓練所と 3年制の認定事業内職業訓練施設は高等職業訓練
校となり，地方自治体の公共職業訓練所は専修職業訓練校，身体障害者職業訓練所は身体障害者職
業訓練校となった［職業能力開発行政史研究会 1999：154―156］。養成訓練は専修訓練課程（対象：
新規学卒者，期間：6月～ 1年）と高等訓練課程（対象・期間：中卒者は 2～ 3年，高卒者は 1～
2年）からなり，高等訓練課程の訓練を行う者は，修了の際技能の照査を受け，これに合格した者
は技能士補と称することができ，2級技能検定試験の学科が免除された。向上訓練は 2級技能士訓
練課程（対象：専修訓練課程を修了し，数年の実務経験を有する者，期間：1カ月～ 6カ月，通信
制は 1年），監督者訓練課程（対象：第一線監督者，期間：11日以内），生産技能訓練課程（対象：
2級技能検定合格者，期間：1年，職業訓練大学校で実施），能力再開発訓練は職業転換訓練課程（対
象：転職，離職者，期間：1年以内），再訓練は再訓練課程（対象：養成訓練，向上訓練および能
力再開発訓練課程を修了した者，1科目標準訓練期間 6日，標準訓練時間 12時間），指導員訓練は
長期指導員訓練課程（対象：技能士補および技能士訓練課程修了者並びに高等学校卒業者，期間：
全日制，4年，職業訓練大学校で実施）と短期指導員訓練課程（対象：2級技能検定合格後 3年以
上の実務経験を有する者，期間：全日制，6カ月，職業訓練大学校で実施），指導員研修課程（全
日制で 1カ月，職業訓練大学校で実施）からなった［緒方 1970：22―23］。
　東京都の場合でみると，1970年には 16の専修職業訓練校において養成訓練，能力再開発訓練，
向上訓練および再訓練が行われ，このうち品川，大田，荏原，江戸川，板橋，赤羽，足立および立
川の各職業訓練校に事業内訓練係が設置され，地域の職業訓練センターとして企業内訓練，向上訓
練，及び再訓練などの相談を受け付けていた［緒方 1970：25］。
　新職業訓練法をめぐる国会審議での論点のひとつに養成訓練における専修訓練と高等訓練の関係
があった。日本社会党の加藤万吉の「今日高校入学者はもう全国では八〇％をこえるわけですし，
都市ではもう九〇％以上が高卒なんですから，そうなってくると，必然的に高等訓練校の拡大とい
うものがこの時期から考えられていかるべき」との質問に対して，石黒拓爾労働省職業訓練局長は
「今回の法律では都道府県並びに市町村も高等訓練校を設置できるというようにいたしました。（中
略）私ども補助金の運用等におきましては，重点の置き方は，できるだけ高等訓練校，多能工養成
校というほうに補助金の重点を置いて，この誘導を積極的にいたしたい」と回答した［「第六十一
回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 14号 1969：12］。さらに石黒職業訓練局長は「高校生の
訓練，高校卒業生の訓練基準というものは現在まだつくっておらない。現在の高校生は（一般訓練
所にー引用者注）約一割強入っておりますけれども，全部中卒と同じ訓練をしておるわけでござい
ます。それではいけないので，高校卒訓練基準をつくらなければいけない」［「第六十一回国会衆議
院　社会労働委員会議録」第 14号 1969：13］として高校卒業者を対象とした訓練プログラム確定
の立ち遅れを認めた。
6．1970 年労働省「職業訓練基本計画」
　新職業訓練法が制定されると労働省は梅村又次一橋大学経済研究所教授ほか 6名の学識経験者に
調査研究を委嘱して同法にもとづく職業訓練基本計画の策定を進め，1971年 4月に同省から『職
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業訓練基本計画』が公表された［職業能力開発行政史研究所 1999：158］7）。冒頭で「計画のねらい」
が示され，「この計画は，職業訓練および技能検定についての基本的方向を明らかにして，政府の
職業訓練推進の施策を充実強化するとともに民間に対しても職業訓練の自主的な推進体制の確立を
促すことを目的とし，この計画に基づき都道府県が策定する都道府県職業訓練計画と相まって，政
府，都道府県，民間が一体となって職業訓練振興の実をあげようとするものである」とされた［労
働省 1971：3］。
　本基本計画では養成訓練の対象者（新規中学・高校卒業者）として，「男子技能系就職者（技能工，
生産工程従事者，運輸・通信従事者，採鉱・採石従事者および単純労働者をいう）」と「事務・サー
ビス系就職者（専門的・技術的職業従事者，事務従事者，販売従事者およびサービス従事者をいう）」
を分けた点が特徴的である。前者については 80％程度を訓練人員目標とし，1975年度において訓
練人員目標の約 70％を実施目標とするとされた（従って訓練実施目標は男子技能系就職者全体の
56％）。一方後者については「訓練実施体制が現段階では整備されていないこと，商業高校，各種
学校等がこの分野においてかなり訓練需要に対応して行なわれていること，その他諸般の事情を考
慮し」，75年度の実施率目標を約 25％とした［労働省 1971：6―7］。遅ればせながら「サービス経
済化」への対応が養成訓練においても開始されることになったのである。
　また『職業訓練基本計画』は「養成訓練については現在専修訓練課程が 77％を占め，これを都
道府県が分担しているが，高卒技能系就職者の増加および多能的技能労働者に対する需要の増大に
対処するためには都道府県においても，今後漸進的に高等訓練課程を拡充する方向で努力すること
が要請される」とした。先の職業訓練局長の国会答弁でも指摘された高等訓練課程の拡充は 2年たっ
ても依然として大きな課題であった。職業教育と高等学校との連携については，「公共職業訓練施
設の行なう職業訓練または認定職業訓練を大幅に活用し，これらの施設における養成訓練と高校に
おける教育とを合わせて職業訓練の修了資格と高卒資格の双方を得られるような方策について十分
検討すべきである」とされた［労働省 1971：9―10］。
　しかし従来から中小企業における職業訓練の低調さが問題視されながら，本基本計画においても
「今後，国，都道府県，雇用促進事業団は事業主その他の関係者に対して必要な指導援助を行なう
等職業訓練の振興をはかるよう努めるものとする」［労働省 1971：11］にとどまった。単独・共同
の事業内訓練，公共職業訓練の埒外にあった中小零細企業における OJTこそ「職業訓練」のマジョ
リティであるという現実に対して，本基本計画も語れることは少なかった点に留意しなければなら
ない。
おわりに
　1967年 10月の中央職業訓練審議会の公聴会への対応として，総評が作成した「職業訓練問題に
ついて」と題する文書において，「職業教育は科学の発展に応じて，将来どのような生産や生活の
7）　7名の学識経験者（梅村，岩内亮一東京工業大学助手，岡本秀昭東京都立大学助教授，尾高煌之助一橋大学経済
研究所講師，篠崎襄職業訓練大学校教授，西川俊作慶應義塾大学助教授，山田雄一茨城大学助教授）は 1969年 10
月に職業訓練計画調査研究会（座長：梅村又次）を組織し，70年 7月までに 13回の研究会を開催して検討を進め，
その成果を報告書にとりまとめた。この報告書をもとに「職業訓練基本計画」が作成されることになった［森 
1982：59―60］。
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変化に直面しても，自己の基礎教養をもとに，永続的な学習を行なうことが出来，仕事に対処し得
るような資質，能力をすべてのものに与えるものでなければならない」［「（資料）職業訓練問題に
ついて」日付なし：3］と指摘され，また 68年 12月の「（資料）職業訓練に対するわれわれの態度」
文書のなかでも「われわれの最も重視しなくてはならないのは，『多能工の素地を付与するための
科学的に開かれた訓練』であり，このような訓練が労働者の技能の早急な陳腐化を防止する（中略）
訓練課程を単能工と多能工に分類していることは許すべきではない」［「（資料）職業訓練に対する
われわれの態度」日付なし：3―4］としていることが注目される。総評にとって職業教育の基本は「多
能工」養成であり，多能工と「単能工」の区分は許されないというのが原則的立場であった。
　ここで思い出すのは戦前期に展開された熟練工論争である8）。多能工論者の有名な論客であった
大内経雄は「新時代に処する職工は技術者の考へ出したものを実地に活かすことは勿論，技術者の
考への足りぬところを工夫したり，仕事の割当をきめ，段取をし，能率よく仕事を運ぶことを使命
としなければならぬ」のであり，そのためには「職工は単なる機械の番人であってはならぬ。（中略）
近代科学の教へるところを，自分の仕事の上に一応取り入れるだけの理解があってほしい。（中略）
自分の関係した仕事については，どんなことを命ぜられても，どんな突発的なことが起っても何と
かこなし得る能力のあることが望ましい」のであり，その能力を大内は多能工に求めた［大内 
1938：18―20］。
　大内が展開した多能工概念を継承したのは総評だけではない。三菱電機全社の新規中卒者を対象
とした技能訓練生教育（3カ年）について，1964年に「当社の教育目的とするところは，将来のあ
るべき姿を万能工的熟練工としてえがいている。したがって，たんに技能者としての，職能教育の
みが技能訓練生教育の全部ではなく，生産職場における指導・推進の立場にたつためにも，よき工
場人，よき社会人であらねばならない。人間的・文化的教養ある社会人としての教育について職能
教育におとらない必要性をみとめて重視する理由がここに存する」［久米 1964：170］と指摘さ
れ9），職能教育とともに将来の「万能工的熟練工」には「人間的・文化的教養ある社会人としての
教育」も必要とされたのである。
　労使ともに戦前以来の多能工の意義を継承しつつ，多能工育成のために職業訓練・教育とともに
一般教育・教養教育の役割を強調したことの意義は大きい。しかしより重要なことは，職業教育・
技能教育だけでは足りず，将来の不確実性に柔軟に対処するためには一般教育・教養教育が不可欠
とする発想が，高校教育および技能者・現業員教育を通貫してある種の位階制的観念をもたらすこ
とになった点である。すなわち一般教育・教養教育のウエイトのより大きな普通高校を頂点にして
職業高校・単独事業内職業訓練施設・公共職業訓練所が続くような序列である。1969年 7月の職
業訓練法の全面改正によって，従来の職業訓練所を職業訓練校に改名したことは，職業訓練所も「学
校」の系列に所属する教育施設であるとの宣言でもあった。
　しかし一般教育・教養教育のウエイトを基準にした高校および技能者・現業員教育機関・施設の
序列化からは，職業教育・技能教育そのものの意義を積極的に主張する発想は出てこない。職業教
育・技能教育という「部分」は一般教育・教養教育という「全体」の下位に位置するという発想か
らは，「部分」である職能教育・職業教育・技能教育を深めることによって従来とは異なる新たな「全
体」を展望することが可能になるという思想は生じようがなかった。大学の予備校でない普通高校
8）　戦前の熟練工論争の詳細については，沢井 2016：「第 1章　熟練工論争とは何か」参照。
9）　久米勝は，中央職業訓練審議会委員として 1967年 12月の中間報告の起草にあった。
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の固有の意義，普通高校に拮抗し得る職業高校の独自の役割，さらに事業内職業訓練や公共職業訓
練所（校）の意義を積極的に展開することは大きな課題として残されたのである。その意味で
1969年の職業訓練法の全面改正も，明治期以来の教育システムにおける正系（全体）と傍系（部分）
の強固な位階制を打ち崩すものではなかったといえよう。
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要　　旨
　1958年 5月に制定された職業訓練法は，職業安定法に規定された職業補導と労働基準法に規定さ
れた技能者養成を一本化した職業訓練行政上画期的なものであった。同法の下，公共職業訓練は都道
府県が設置運営する一般職業訓練所，労働福祉事業団（61年 7月設立の雇用促進事業団が業務承継）
が設置する総合職業訓練所，中央職業訓練所（目的は職業訓練指導員の養成），および都道府県が設
置運営する身体障害者職業訓練所によって担われた。
　しかし産業構造の高度化・変容をともなった高度経済成長の持続は，より本格的な新卒者，在職者，
転職者向け職業訓練，換言すれば技能者の職業生活の各段階に応じた多様な職業訓練を要請すること
になった。この要請に応えようとしたのが 1969年 7月の職業訓練法の全面改正（新職業訓練法）であっ
た。この職業訓練法の全面改正に向けて経営者団体および労働組合は積極的に発言し，中央職業訓練
審議会も活発な活動を展開した。
　職業訓練をめぐる経営者団体および労働組合の動き，中央職業訓練審議会答申の内容，法制化のプ
ロセスを追跡しながら，本論文では 1969年新職業訓練法の歴史的意義について考察する。
